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【凡例】 

「法」：所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９号） 

「施行令」：所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法施行令 

（平成３０年政令第３０８号） 

「施行規則」：所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法施行規則 

（平成３０年国土交通省令第８３号） 

「告示」：所有者の探索について特別の事情を有する土地及び当該土地に係る土地所有者確知

必要情報を保有すると思料される者を定める告示 

（平成３０年国土交通省告示第１２５３号） 

「基本方針」：所有者不明土地の利用の円滑化及び土地の所有者の効果的な探索に関する基本

的な方針（平成３０年法務省・国土交通省告示第２号） 

「所有者不明土地」：法第２条第１項に規定する「所有者不明土地」 

「特定所有者不明土地」：法第２条第２項に規定する「特定所有者不明土地」 

「対策計画」：法第４５条第１項に規定する「所有者不明土地対策計画」 

「対策協議会」：法第４６条第１項に規定する「所有者不明土地対策協議会」 

「推進法人」：法第４７条第１項に規定する「所有者不明土地利用円滑化等推進法人」 

「確知所有者」：所有者で知れているもの 

「不明所有者」：所有者で、施行令で定める方法により探索を行ってもなお確認することがで

きない者 
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Ⅰ  定義  

１．「所有者不明土地」、「特定所有者不明土地」の定義（法第２条）  

Ｑ１. 相続人の全員が相続放棄した土地は、所有者不明土地に該当しますか。 

Ａ．相続人の全てが相続放棄をしていることが確認できた場合には、所有者不明土地に該

当します。なお、全員が相続放棄をしている土地であっても、地域福利増進事業の裁定

に当たっての補償金の供託は必要です。 

また、相続人全員が相続放棄しており、包括受遺者もいない場合には、利害関係人等

の請求により家庭裁判所は相続財産清算人を選任しなければなりません。施行令に定め

る所有者探索において登記簿等により、相続財産清算人が確認できた際には、裁定申請

に先立って連絡を取り、土地の使用等について相談を行うことが考えられます。所有者

探索において、当該土地の所有者の財産を管理する、不在者管理人、破産財産管理人、

成年後見人が判明した場合についても同様です。 

 

Ｑ２. 登記名義である法人が解散している土地は、所有者不明土地に該当します

か。 

Ａ．所有者不明土地に該当し得ます。 

登記名義人等となっている法人が解散している場合であっても、法人が合併以外の事

由により解散している場合、会社法等の規定により清算人又は破産管財人が残余財産の

分配等を行うこととされています。 

そのため、清算人又は破産管財人に現在の土地の所有者を確認することとなります。

しかし、清算人又は破産管財人が選任されていない場合や、連絡がとれず、固定資産課

税台帳等からも他に土地所有者と思料される者が判明しないなどの場合には、所有者不

明土地に該当します。 

 

Ｑ３. 土地の所有者は不明だが、建物の所有者は判明している場合、所有者不明土

地に該当しますか。 

Ａ．所有者不明土地に該当し得ます。 

施行令で定める方法により探索を行ってもなお土地の所有者の全部又は一部を確知す

ることができなければ、建物の所有者が判明していても、所有者不明土地に該当します。

ただし、建物が簡易建築物に該当しない場合は、特定所有者不明土地に該当せず、当該

所有者不明土地の土地使用権の取得についての裁定を申請することができません。  
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Ｑ４. 所有者は不明であるが、土地を使用する権原を有しない者が土地を使用して

いる場合は、特定所有者不明土地に該当しますか。  

Ａ．所有者不明土地に該当し得ます。 

土地を使用する正当な権原を有しない者が土地を使用している場合は、現に簡易建築

物等以外の建物が存在せず、施行令で定める方法により探索を行ってもなおその所有者

の全部又は一部を確知することができない場合には、当該土地は特定所有者不明土地に

該当します。 

 

Ｑ５. 「特定所有者不明土地」の要件のうち、「業務の用その他の特別の用途に供

されていない」という要件の趣旨とは何ですか。 

Ａ．「業務の用その他特別の用途に供されていない」という要件の趣旨は、業務の用に供

される土地等は、その収用や使用に当たって営業補償等の複雑な補償金算定を要すると

考えられ、高度な専門性と中立性を有する収用委員会によって補償金額の算定や採決手

続を行うことが適切であることにあり、都道府県知事が裁定を行う特定所有者不明土地

には当たらないこととされています。 

 

Ｑ６. 業務の用その他の特別の用途に供されている土地の具体例は何でしょうか。 

Ａ．実際に農林業その他の業務が行われている土地のほか、駐車場や運動場、現に私道の

用に供されている土地などがあります。 

 

Ｑ７. 法第 29 条に基づき、法の裁定の対象外と判断される所有権に争いがある事

例とは、どのような場合ですか。 

Ａ．法に基づく所有者探索の結果、判明した所有者との間で、所有権確認訴訟や境界確定

訴訟、訴訟に至っていないものの土地の所有に際し隣地の所有者から境界等について異

議を申し立てられている場合のほか、所有権を主張している者が異議申し立てを行って

いる場合等が、所有権に争いがある事例と考えられます。 

このような場合には裁定に先立って、当該者と土地の利用についての任意交渉をする

必要があります。 

 

Ｑ８. 登記されていない建築物の建築年は、どのように確認すればよいですか。 
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Ａ．登記簿を確認しても建築年が不明である場合や未登記である場合には、過去の航空写

真等による判定、周辺住民からの聞き取り、専門家による判定等により、建築年を推定

することが考えられます（詳細：地域福利増進事業ガイドライン第１章２．２．２参照）。 

 

Ｑ９. 特定所有者不明土地にある朽廃した空き家等について、使用するには大規模

又は相当規模の補修が必要であると判断するための基準はありますか。 

Ａ．災害に係る住家の被害認定基準における「大規模半壊」（損害割合４０％以上５０％

未満）、「中規模半壊」（損害割合３０％以上４０％未満）に相当するものです（災害

の被害認定基準について（平成１３年６月２８日付け府政防第５１８号内閣府政策統括

官（防災担当）通知））。 

 

Ｑ１０. 未登記の土地は、所有者不明土地に該当しますか。 

Ａ．所有者不明土地に該当しない場合があります。 

土地が未登記の場合には、当該土地は元々、国有地又は公有地であった可能性が高い

ため、当該土地の所在地を管轄区域とする財務（支）局、沖縄総合事務局、財務事務所

又は出張所及び市町村に相談してください。 

 

２．土地所有者の探索（法第２条第１項）  

Ｑ１１. 登記名義人が亡くなって５年が経過しており、登記簿に記載されている住所

と本籍の住所が一致せず、戸籍簿が確認できない場合はどうすればよいです

か。 

Ａ．住民票の除票等により、本籍を確認した上で、相続人を探索することになります。  

令和元年６月１９日以前は、住民票除票の保存期間は５年間（６月２０日以降は  

１５０年間）とされており、当該日以前に登記名義人の死亡から５年を経過している場

合は保存期間を経過しているため取得できない可能性が高いと考えられます。  

このように住民票の除票の保存年限が経過している等の理由により本籍が確認できず

戸籍簿が取得できない場合、法定相続人の確認ができませんが、住民票の除票の請求を

行うことにより、探索のために必要な措置はとったものと解されることから、住民票の

除票が廃棄されていた旨を申請書類に記載することで、裁定申請が可能です。  
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Ｑ１２. 土地を現に占有する者その他の当該土地に係る土地所有者確知必要情報を

保有すると思料される者に対する情報提供の求めにおいて、占有者が存在し

ない場合や、親族の所在が判明しない場合はどうすればよいですか。 

Ａ．占有者が存在しない場合には、情報の提供を求める必要はありません。また、親族に

ついても、探索の過程で判明した者に対し情報の提供を求めれば足り、所在が判明しな

い親族に対しては情報の提供を求める必要はありません。 

 

Ｑ１３. 土地を長期間にわたり管理している主体が法による探索で特定された所有

者と異なり、当該主体が所有者との関係も有していないような場合、土地の

取得・使用の交渉はどうすればよいですか。 

Ａ．土地を１０年以上の長期にわたり管理している主体に対しては、土地の所有権の時効

取得をしてもらった上で、土地の売買等について当該主体と任意交渉することが考えら

れます。 

民法によると、 

・所有の意思をもって平穏かつ公然と土地の占有を開始し、 

・占有の開始時に善意（他人の所有地であることを知らない）かつ無過失（知らないこ

とに過失がない）の場合には１０年間、 

・悪意（他人の所有地であることを知っている）の場合には２０年間、占有を継続して

いれば、当該土地の所有権の時効取得を行い得ます（民法第１６２条）。 

時効取得の具体的な手続方法等に関するご相談は弁護士や司法書士に御相談ください。 

 

Ｑ１４. 所有権移転請求権仮登記をしている者及びその法定相続人は、「所有者と思

料される者」や「土地所有者確知必要情報を保有すると思料される者」に該

当しますか。 

Ａ．「所有権移転請求権仮登記をしている者」は、「所有者と思料される者」に該当しま

す。 

当該者に対して施行令第１条第５号の書面送付等の措置をとった結果、当該者が所有

者ではないと確認されれば、施行規則第１条第４号の「土地所有者確知必要情報を保有

すると思料される者」に該当します。 

 

Ｑ１５. 隣地所有者、近隣住民、地元自治会等に対して情報の提供を求める必要はあ

りますか。 

Ａ．隣地所有者、近隣住民、地元自治会等に対して情報の提供を求める必要はありません。 
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Ｑ１６. 住民票記載事項証明書を市町村に請求したところ、保存期間を過ぎていて住

民票の除票が廃棄されていた場合には、どのようにすればよいですか。 

Ａ．情報の提供を受けることはできませんが、請求を行ったことにより、探索のために必

要な措置はとったものと解されますので、住民票の除票が廃棄されていた旨を申請書類

に記載することで、裁定申請が可能です。 

 

Ｑ１７. 土地が農地・林地であるかどうか（農地台帳・林地台帳に記録されている情

報の提供を求める必要があるかどうか）は、土地の現況によって判断するの

ですか、それとも登記地目によって判断するのですか。  

Ａ．土地が農地・林地であるかどうかは、現況によってではなく、登記地目により判断し

ます。 

 

Ｑ１８. 土地所有者等関連情報の請求については固定資産課税台帳・地籍調査票・林

地台帳・農地台帳の請求が可能となっていますが、その際、請求書には、ど

の台帳等の情報が必要かを指定しなくても、情報提供担当部局からそれぞれ

税務部局、地籍調査担当部局、林務担当部局及び農業委員会全てに対して、

保有する情報の取得をしてもらえますか。 

Ａ．情報提供のための確認の対象となる台帳等は、土地の地目によって異なりますが、土

地所有者等関連情報の請求において、確認すべき台帳等を請求者が指定する必要はあり

ません。ただし、「土地所有者等関連情報の提供を求める理由」については記載する必

要があります。 

なお、確認の対象となる台帳等を請求者が指定できるのであれば、例えば、国土交通

省が公表している土地所有者等関連情報提供請求書の参考記載例のように記載しても問

題はありません。 

 

Ｑ１９. 固定資産課税台帳を備えた市町村長等に土地関係人確知必要情報を求めた

ところ、固定資産税の納税管理人が見つかりましたが固定資産税の納税管理

人は、施行令第１１条第３号に規定する「土地の関係人と思料される者」に

該当しますか。 

Ａ．「土地の関係人と思料される者」に該当し得ます。  
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固定資産税を使用者課税しているケースも存在するため、納税義務者及び納税管理人

は、施行令第１１条第３号に規定されている地上権、賃貸借権等その他の所有権以外の

権利を持つ「土地の関係人と思料される者」である可能性があり、探索の必要がありま

す。 

 

Ｑ２０. 土地の登記に法第４４条第１項に基づく長期相続登記等未了土地である旨

の付記がなされている場合であっても、探索を行わなければなりませんか。 

Ａ．土地の登記に法第４４条第１項に基づく長期相続登記等未了土地である旨の付記がな

されている場合であっても、当該事実のみをもって所有者不明土地として取り扱うこと

はできず、施行令に定める方法により土地の所有者の探索を行う必要があります。しか

し、登記簿の一部として保管される法定相続人情報等を活用して効果的な探索を行うこ

とが可能です。 

 

Ｑ２１. 戸籍謄本、改製原戸籍謄本、除籍謄本について、探索に当たってそれぞれど

の部分を見ればよいですか。 

Ａ．戸籍簿又は除籍簿の場合は、土地の所有者と思料される者や、所有権登記名義人等の

法定相続人の本籍、出生年月日、死亡年月日を、戸籍の附票の場合は、土地の所有者と

思料される者やその法定相続人の現住所、住所の履歴、戸籍の表示を参照することが考

えられます。 

 

Ｑ２２. 所有者の探索を委託する場合の委託費の歩掛はありますか。  

Ａ．国において歩掛は定めていません。地方公共団体において委託費として予算化したも

のが補助対象となります。  
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Ⅱ  地域福利増進事業  

１．地域福利増進事業の定義（法第２条第３項）  

１．１  事業の主体  

Ｑ２３. 地域福利増進事業を行うことができる主体は誰でしょうか。  

Ａ．法第２条第３項に掲げる事業を実施することができる者であれば、主体の性格を問わ

ず、事業者となることが可能です。  

 

Ｑ２４. 自治会など法人格がない任意団体は、地域福利増進事業の事業主体となるこ

とは可能ですか。 

Ａ．自治会等で法人格がない任意団体であっても、地域福利増進事業の事業主体となるこ

とは可能です。 

ただし、教育のための施設や社会福祉事業の用に供する施設等を整備しようとする場

合は、学校教育法や社会福祉法などの個別法に基づき事業主体が限定されることがあり

ます。 

 

１．２  該当する事業  

Ｑ２５. 法第２条第３項各号に掲げる事業は、全て地域福利増進事業に該当します

か。 

Ａ．法第２条第３項第３号に掲げる事業であることに加え、地域住民その他の者の共同の

福祉・利便の増進を図るために行われるものと認められる必要があります。  

 

Ｑ２６. 自治会が集会所を整備する事業は、地域福利増進事業に該当しますか。 

Ａ．法第２条第３号の「公民館に類似する施設」を整備する事業として、地域福利増進事

業に該当します。 

 

Ｑ２７. ＮＰＯが地域文庫を整備する事業は、地域福利増進事業に該当しますか。 
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Ａ．法第２条第３号の「図書館と同種の施設」を整備する事業として、地域福利増進事業

に該当します。 

 

Ｑ２８. 応急仮設住宅は、地域福利増進事業に該当しますか。 

Ａ．地域福利増進事業に該当し得ます。 

被災者のための住宅の整備に関する事業であって、災害（発生した日から起算して  

３年を経過していないもの）に際し災害救助法が適用された市町村の区域内において行

われるものであれば、法第２条第３項第７号の「住宅（被災者の居住の用に供するもの

に限る。）」を整備する事業として、地域福利増進事業に該当します。 

 

Ｑ２９. 医療法人が運営している「介護老人保健施設」は、法第２条第３項第５号の

「病院、療養所、診療所又は助産所」に該当しますか。  

Ａ．「介護老人保健施設」は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１０６条ただし

書の規定により、法第２条第３項第５号に規定する「病院、療養所、診療所又は助産所」

に該当します。 

＜参照条文＞ 

○介護保険法（平成９年法律第１２３号）（抄） 

（医療法との関係等） 

第１０６条 介護老人保健施設は、医療法にいう病院又は診療所ではない。ただし、同

法及びこれに基づく命令以外の法令の規定（健康保険法、国民健康保険法そ

の他の法令の施行令で定める規定を除く。）において「病院」又は「診療所」

とあるのは、介護老人保健施設（施行令で定める法令の規定にあっては、施

行令で定めるものを除く。）を含むものとする。 

 

１．３  事業の要件  

Ｑ３０. 法第２条第３項第１０号「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特

別措置法による再生可能エネルギー発電設備」については、いわゆるＦＩＴ

やＦＩＰの認定を受けない再生可能エネルギー発電設備は、地域福利増進事

業に該当しないのでしょうか。 

Ａ．再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法による再生可能エネルギー

発電設備のうち、災害時において地域住民その他の者に供給するもの（施行令第５条）

に該当する設備であれば、ＦＩＴやＦＩＰの認定を受けていないものであっても、地域

福利増進事業に該当します。 
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Ｑ３１. 小水力発電施設の場合、ＦＩＴの地域活用要件に該当していれば、再生可能

エネルギー発電設備に関する施行令第５条の要件（発電した電気を災害時に

地域住民等に供給すること）は満たすことになりますか。  

Ａ．ＦＩＴの要件のみでは施行令第５条の要件を満たしたことにはなりません。  

太陽光発電施設以外の再エネ発電設備（小水力発電施設等）については、ＦＩＴにお

ける地域活用要件が太陽光発電と異なっており、ＦＩＴに災害時の地域活用要件がない

ため、ＦＩＴの要件を満たすだけでは施行令第５条の要件を満たしたことにはなりませ

ん。同条の要件を満たすには、発電した電気を災害時に地域住民等に何らかの形で供給

するものであることが必要です。 

 

Ｑ３２. 再生可能エネルギー発電設備について、売電収入の一部を地域住民等に還元

する事業が該当するとのことだが、「一部」とはどの程度を想定すればよい

ですか。 

Ａ．再生可能エネルギー発電施設の規模、立地等により施設ごとの状況が異なるほか、そ

の年の天候等による発電量の変動も考えられるため、一律には定めていません。地域課

題の解決や地域ビジネスのスタートアップの支援など、地域住民等の共同の福祉又は利

便の増進が図られることが要件ですが、例えば、売電収入の５％を市町村の基金等へ寄

付することなどが考えられます。 

 

Ｑ３３. 法第２条第３項第８号ロの「周辺地域において当該施設と同種の施設が著し

く不足している施設」には、どのような場合が該当しますか。  

Ａ．当該施設への来訪手段に着目し、徒歩で来訪することが通常想定されるコンビニ等の

施設の場合には、半径５００ｍを目安に同種の施設が存在しないことを目安とすること

などが考えられます。 

なお、事業区域の半径５００ｍ以内に別のコンビニエンスストアが既に立地している

場合でも、周辺土地の利用状況、地域住民等のニーズ、生じている課題や、まちづくり

に関する計画等の観点、地理的条件や交通条件（坂が多く徒歩による来訪が困難である、

積雪により徒歩による来訪が困難である期間が長期にわたる等）を考慮し、これらのう

ち、いずれかの条件にあてはまる場合には、周辺地域において同種の施設が著しく不足

していると判断することが考えられます。 
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Ｑ３４. 法第２条第３項第１号から第１１号までに掲げる事業のために欠くことの

できない施設の整備に関する事業（法第２条第３項第１２号）は、単独で裁

定を申請できますか。 

Ａ．法第２条第３項第１号から第１１号までに掲げる事業のために欠くことのできない施

設は、必ずしもこれらの各号に掲げる事業と併せて申請する必要はなく、単独で裁定を

申請することができます。 

 

Ｑ３５. 法第２条第３項第１号から第１１号までに掲げる事業のために必要な、施設

を撤去する事業は単独で裁定を申請できますか。 

Ａ．施設の撤去のみを行う事業は、法第２条第３項第１２号に該当せず、単独で裁定を申

請することはできません。 

 

２．測量等のための土地への立入り、障害物の伐採等  

Ｑ３６. 地域福利増進事業の実施の準備のための特定所有者不明土地への立入り・測

量は、具体的に何をどの程度調査するための測量などを想定していますか。 

Ａ．例えば、形状、面積、土地にある物件、地盤等について、事業者が想定する地域福利

増進事業に利用できるかどうかの確認や、裁定申請のための補償金の算定に必要な情報

を収集するための立入り・測量を想定しています。 

 

Ｑ３７. 土地に立ち入ることについて確知所有者から同意が得られている場合でも、

法第６条の許可を得る必要がありますか。 

Ａ．土地に立ち入ることについて確知所有者の同意が得られている場合には、法第６条の

許可を得る必要はありません。 

 

Ｑ３８. 都道府県知事は、立入り・伐採等の許可に当たって、事業の実施に必要な許

認可の取得等について確認する必要がありますか。 

Ａ．都道府県知事は、立入り・伐採等の許可に当たっては、事業の実施に必要な許認可の

取得等について確認する必要はありません。 
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Ｑ３９. 立入りや伐採許可の申請の際、住民票又は法人登記の添付が必要ですが、法

人格のない任意団体の場合は何を添付すればよいですか。 

Ａ．法人格のない任意団体については、個人が申請する際と同様に、代表者等の氏名によ

り申請書を作成してください。その場合、申請を受ける地方公共団体は、住民基本台帳

ネットワークシステムを利用した本人確認が可能なため、当該申請者の住民票の写し（こ

れに代わる書類としては、氏名と住所が記載された住民票記載事項証明書）の添付は不

要です。（法第３９条に規定する情報提供請求や法第１０条に規定する裁定申請等につ

いても同様です）。 

ただし、その場合においては、立入り許可証等の対象は申請者個人となることに留意

してください。 

 

Ｑ４０. 土地の調査に当たって障害物を除去する場合における「意見を述べる機会」

の手続について、準用又は参照する法令やその具体的な方法（口頭、書面、

電話、メール）はありますか。また、出された意見はどのように扱うべきで

すか。 

Ａ．法第７条の手続については行政手続法等の一般法の適用がされ、口頭、書面、電話、

メールなどの手段が想定されます。なお、「地方公共団体における書面規制・押印、対

面規制の見直しについて（協力依頼）」（令和３年国不土第８５号）により周知してい

るとおり、意見を述べる者の利便性の観点から特にメール等非対面での提出の受付に積

極的に応じていただきますようお願いいたします。 

また、確知所有者から出された意見であっても拘束力はありませんが、許可の可否の

決定に当たっては十分に尊重していただくことが必要です。 

 

３．裁定申請  

３．１  裁定の対象となる権利（法第１０条第１項）  

Ｑ４１. 地域福利増進事業の裁定により、事業期間はどれくらいの長さが設定されま

すか。 

Ａ．原則として１０年ですが、一部事業は２０年（施行令第１０条で定めるもの）の裁定

申請が可能です。また、土地等使用権の存続期間の満了日の７月前から４月前まで※の間

に、再度裁定申請の延長を申請することが可能です。 

※民法１４３条に倣い、週、月又は年の初めから期間を起算しないときは、その期間は、最後の週、

月又は年においてその起算日に応当する日の前日に満了する。ただし、月又は年によって期間を

定めた場合において、最後の月に応当する日がないときは、その月の末日に満了する。  

【例】存続期間の満了の日が令和１６年２月２８日の場合  
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存続期間の満了の日の７月前→令和１５年７月２８日  

存続期間の満了の日の４月前→令和１５年１０月２８日  

また、「存続期間の満了の日の七月前」や「存続期間の満了の日の四月前」に該当す

る日が、土日などの週休日、祝日など（執務を行わない日）に該当する場合は、その次

に到来する平日（執務日）までを申請期間と考えて構いません。 

 

Ｑ４２. 物件所有権又は物件使用権のみの取得について、裁定を申請することはでき

ますか。 

Ａ．法第１０条の裁定は、事業区域内にある特定所有者不明土地を使用しようとするとき

に併せて申請できるものであり、物件所有権・物件使用権のみの取得について裁定を申

請することはできません。 

 

Ｑ４３. 裁定に係る土地にある所有者不明の物件を撤去する場合、物件所有権の裁定

申請及び補償も必要ですか。 

Ａ．所有者不明物件を撤去する場合には、当該物件の所有者探索を行い、裁定申請や補償

を行った上で、物件所有権を取得することが必要です。 

当該物件を現状のままとするなど特に使用しない場合には、物件使用権や物件所有権

の取得は必要ありませんが、裁定申請のために当該物件の所有者探索を行う必要があり

ます（法第１０条第３項第２号ハ）。 

 

Ｑ４４. 地域福利増進事業で収用適格事業に該当する事業を行う場合、土地収用法の

事業認定は必要ですか。 

Ａ．地域福利増進事業の実施に当たっては、実施する事業が収用適格事業に該当するもの

であっても、土地収用法の事業認定は不要です。 

 

３．２  裁定申請書（法第１０条第２項）  

Ｑ４５. 法第１０条第２項第４号の「裁定申請をする理由」には何を記載すればよい

ですか。 

Ａ．事業の概要（目的、内容等）を具体的に記載します。特に、地域住民等の福祉又は利

便の増進がどのように図られるのかについて、事業の実施により得られる効果等を交え

て、具体的に説明することが必要です。 
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Ｑ４６. 所有者不明土地が農地であった場合、農地法の規制により、農地の転用手続

が必要ですが、農業振興地域内の農地を所有者不明土地として地域福利増進

事業の裁定申請をすることは可能ですか。また、このような場合に、地域福

利増進事業の準備のため、土地所有者等関連情報の請求をすることは可能で

すか。 

Ａ．所有者不明の農地について地域福利増進事業の裁定申請をする際には農地法上の転用

許可が必要です。また、地域福利増進事業の準備のための土地所有者等情報提供請求に

際しても、「事業の実施に関して行政機関の長の許可、認可その他の処分を必要とする

場合においては、これらの処分があったことを証する書類又は当該行政機関の長の意見

書」の提出が必要となる（施行規則第５６条第３項第３号）ことから、農地転用の処分

に関する見込みを記載した意見書等の提出が必要となります。 

 

３．３  事業計画書（法第１０条第３項第１号）  

Ｑ４７. 権利取得計画について、裁定申請時点で契約の締結に至っていない土地につ

いては、どのような事項を記載すればよいですか。 

Ａ．例えば、使用権が設定されれば売買契約を締結する旨を合意している旨等、権利の取

得の見込みや権利者との調整状況を記載します。 

 

Ｑ４８. 原状回復の措置の内容について、裁定申請の時点で原状に回復しないことに

ついて全ての確知所有者から同意を得られている場合には、記載は不要です

か。 

Ａ．不明であった所有者が現れて原状回復を希望することも想定されるため、裁定申請の

時点で全ての確知所有者の同意が得られていたとしても、事業計画書には原状回復の措

置の内容を記載する必要があります。 

 

３．４  補償金額見積書（法第１０条第３項第２号）  

Ｑ４９. 朽廃建築物の判断基準は何でしょうか。また、その補償金をゼロとしてもよ

いですか。 

Ａ．朽廃した空き家等（朽廃建築物）については、「その本来の用途に供することができ

ない状態」（施行令第２条第３項第１号）にあり、現に利用が困難かつ今後も利用され

ないということを考慮し、不動産鑑定業者による鑑定評価等も踏まえ、補償金の額をゼ

ロとすることも考えられます。（地域福利増進事業ガイドライン第２章４．４．５参照） 
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Ｑ５０. 「特定所有者不明土地等の管理に要する費用」にはどのような費用が含まれ

ますか。また、算定基準はありますか。 

Ａ．廃棄物処分費、清掃費、除草費等、当該土地の適正な管理のために必要となることが

見込まれる金額が該当します。なお、事業開始時に特定所有者不明土地にある簡易建築

物等の除却費用や、所有者が負担することとなる公租公課（土地に係る固定資産税等）

は含まれません。 

算定基準はありませんが、例えば、一般的な除草費用として年間いくらかかるかを見

込んでもらうということを想定しています。  

 

Ｑ５１. 地域福利増進事業の実施のため朽廃建築物を除却した場合、滅失登記の必要

はありますか。 

Ａ． 滅失登記は、表題部所有者又は所有権の登記名義人しか行うことができないため、所

有権を持たない地域福利増進事業の事業者には滅失登記の申請義務がありませんが、簡

易建築物等が滅失したことを登記所に申し出ることにより、登記官が職権で建物の滅失

の登記をすることが考えられます。 

 

Ｑ５２. 特定所有者不明土地等の確知所有者・確知権利者の中に補償金額見積書に記

載された住所が縦覧に供されることを拒む確知所有者・確知権利者がいた場

合、どのように対応すればよいですか。 

Ａ．当該住所を塗抹処理した上で、補償金額見積書を縦覧に供することが想定されます。  

例えば、被支援措置者※が含まれることが確認できた場合には、補償金額見積書の縦覧

に際して被支援措置者本人の希望に応じ、住所を塗抹処理した上で縦覧に供することが

適当です。 

※住民基本台帳事務処理要領（昭和４２年１０月４日付け法務省民事甲第２６７１号法務省民事局

長、保発第３９号厚生省保険局長、庁保発第２２号社会保険庁年金保険部長、４２食糧業  

第２６６８号（需給）食糧庁長官及び自治振第１５０号自治省行政局長通知）第６の１０のドメ

スティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保

護のための措置を受けている者をいう。  

 

Ｑ５３. 地域福利増進事業ガイドライン第２章４．４．５では、「立木については補

償基準第１７条及び補償基準細則第５の規定の例により算定」するとされて
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いますが、事業において竹林を１０年間使用する場合なども補償基準により

算定することになりますか。 

Ａ．竹林の使用については、土地とは別の物件として扱うことが適切である場合（例えば、

立木法に基づく登記がされている立木、土地とは別個の高い経済的価値を有する竹林等

がある場合）を除き、土地の使用に含まれるものとして取り扱うことが可能です。  

土地の使用の一部として取り扱う場合には、土地使用権に竹林の使用も含まれるため、

土地使用権の取得の対価の額に相当する補償金に竹林の使用に係るものも含まれること

となります。 

 

３．５  事業実施権限に関する書類（法第１０条第３項第４号）  

Ｑ５４. 法第１０条第３項第３号・第４号の意見書について、同条第４項の「意見書

を得ることができなかった事情を疎明する書類」が提出された場合には、裁

定に当たりどのような手続をとればよいですか。 

Ａ．法第１０条第３項第３号及び第４号の意見書が得られなかった場合も裁定をすること

ができ、同条第４項の「意見書を得ることができなかった事情を疎明する書類」が提出

された場合には、都道府県知事は法第１１条第３項に基づき行政機関の長に対し直接意

見を聴取した上で裁定をすることとなります。 

 

３．６  境界に関する書類（実測平面図）（法第１０条第３項第５号）  

Ｑ５５. 裁定書類の添付書類として施行規則第１９条第３号に規定される実測平面

図は、一般的に隣地との確定した所有権の境界を示したものを指すと思われ

ますが、筆界を記載した地籍測量図や公図等の登記が全てなく、こうした境

界を定める方法がないような場合にも裁定申請をすることはできますか。 

Ａ．法においては、境界が確定していない所有者不明土地についても裁定申請することが

可能です。 

筆界を記載した地籍測量図が無く、施行規則第１９条の実測平面図の作成が困難な場

合には、その旨を記載した上で、事業及び補償金の裁定に必要となる、公図等を元に作

成した、事業区域及びその面積を明示した図面を添付することが考えられます。  

また、公図等も存在しないような場合には、境界として問題のないよう、様々な当該

土地の境界に係る地図や現地における境界と思しき特徴を踏まえた上で設定した、単に

事業区域及びその面積を明示した図面を添付することが考えられます。 
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３．７  住民の意見を反映させるために必要な措置（法第１０条第５項）  

Ｑ５６. 裁定申請に当たって「住民の意見を反映させるために必要な措置」は、必ず

行わなければならないのですか。 

Ａ．「住民の意見を反映させるために必要な措置」は努力義務であり、必ず実施しなけれ

ば裁定申請をできないものではありません。 

しかし、地域福利増進事業は地域住民その他の者の共同の福祉又は利便の増進を図る

ための事業という趣旨を踏まえれば、その実施が困難な特別の事情が認められる場合を

除き、当該措置を講じて地域住民の意見が適切に反映されたものとした上で裁定申請を

することが望まれます。特に、再生可能エネルギー発電設備を整備する事業については、

安全面、防災面、景観や環境への影響、将来の撤去等について地域住民に懸念を与える

可能性もあることを踏まえ、地域住民への丁寧な説明の実施等に特に配慮が必要です（基

本方針第３の２（４）参照）。 

 

Ｑ５７. 自治会や町内会の集会で住民の意見を聴くことは「住民の意見を反映させる

ために必要な措置」に該当しますか。 

Ａ．自治会や町内会の集会で住民の意見を聴くことについても、「協議会の開催」として

「住民の意見を反映させるための措置」に該当します。 

 

Ｑ５８. 「住民の意見を反映させるために必要な措置」は、事業区域となる範囲の全

ての住民の意見を聴く必要がありますか。 

Ａ．この措置は事業に対する同意を得、又は賛否を問うためのものではないため、事業区

域となる範囲内の全ての住民の意見を聴くことまでは求められていません。 

 

４．公告・縦覧、裁定の手続（都道府県向け）  

４．１  要件の確認（第１１条第１項）  

Ｑ５９. 法第１１条第１項第２号の要件の確認に当たって、土地が業務の用その他特

別の用途に供されていないかどうかについて、写真等による判断に加え、現

地確認や周辺住民への聞き取りを行う必要がありますか。  

Ａ．現地確認や周辺住民への聞き取りは必須ではありませんが、関係市町村の協力を得る

などして、できる限り土地の利用状況等の現地の状況を確認することが望まれます。な
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お、都道府県知事は、法第２６条に基づき、申請に係る土地の立入り調査をすることが

できます。 

 

Ｑ６０. 法第１１条第１項第３号の「事業の実施のために必要な期間」には、原状回

復に要する期間は含まれますか。 

Ａ．事業実施のために必要な期間には、原状回復に要する期間も含まれます。  

 

Ｑ６１. 裁定における、法第１１条第１項第６号の土地の原状回復が適正に行われる

かどうかの要件の確認に当たって、施設の解体工事費等を確認する場合、事

業者に対して解体工事費等の見積書の提出を求めることは可能ですか。 

Ａ．事業者に対し解体工事費等の見積書の提出を求めることが可能です。 

 

４．２  関係市町村長等の意見の聴取（法第１１条第２項）  

Ｑ６２. 回答に当たって、市町村は、地域住民の意見を聴取した上で回答する必要が

ありますか。 

Ａ．回答に当たって、地域住民の意見を聴取することまでは求められておらず、市町村は、

把握している範囲で回答をすれば足ります。 

 

Ｑ６３. 回答に当たって、市町村は、住民の反対運動の有無をどのように把握すれば

よいですか。 

Ａ．市町村内の関係部局への照会によって、把握することが想定されます。  

 

Ｑ６４. 市町村が主体となって地域福利増進事業を行う場合、法第１１条第２項の規

定による知事の市町村への意見聴取は、裁定を申請した市町村自身になされ

ることになりますが問題ないでしょうか。 

Ａ．市町村が事業主体となって当該市町村内で地域福利増進事業を実施しようとする場合、

法第１１条第２項の規定に基づく都道府県知事による意見聴取は、当該市町村の長に対

して行うこととなります。 
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このような場合、例えば事業部局とは異なる部局が意見を述べる等、できる限り客観

性・中立性を確保することが望まれます。 

 

４．３  裁定申請があった旨等の公告・縦覧、通知（第１１条第４項・第５項）  

Ｑ６５. 縦覧期間中に、確知所有者が死亡し相続が発生した場合、確知所有者を相続

人に変更した上で裁定申請をやり直す必要がありますか。  

Ａ．裁定申請をやり直す必要はありませんが、補償金額見積書等を補正した上で、再度都

道府県知事に提出することが望まれます。 

 

Ｑ６６. 縦覧することになる書類に「特定所有者不明土地の所有者の全部又は一部を

確知することができない事情を明らかにする書類」がありますが、この書類

には、土地の所有者探索時において「所有者ではない」と回答した人の個人

情報が含まれる書類（相続図や回答書）も添付すべきでしょうか。  

Ａ．縦覧において、裁定申請書及び事業計画書、補償金額見積書などの添付書類の全てを

縦覧対象とする趣旨は、所有者等が、自らが所有者である旨等についての異議を申し出

るに当たり、所有権の権原等を確認できるようにする点にあると考えられます。  

このため、法令に基づく探索において、「所有者ではない」と回答した者の回答書等

については、この趣旨を満たす上で必要な情報でないため、縦覧の対象外となります。  

 

４．４  特定所有者不明土地の所有者等の申出等（第１１条第４項第３号・第４号） 

Ｑ６７. 縦覧期間中に、土地の所有者から事業の内容について異議の申出があった場

合、直ちに裁定申請を却下する必要がありますか。 

Ａ．異議を申し出た者が土地の関係権利者に該当するかを精査した上で、裁定の却下をす

ることとなります。 

 

４．５  裁定（法第１３条第１項～第３項）  

Ｑ６８. 一筆の特定所有者不明土地について、複数の事業者が使用権を取得すること

は可能ですか。 
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Ａ．例えば、一筆の特定所有者不明土地について、共同で複合施設を建設する場合など、

複数の事業者が使用権を取得することは可能です。 

 

Ｑ６９. 事業を行う土地について、不明所有者のそれぞれの持分が不明である場合、

どのように補償金の額を裁定すればよいですか。 

Ａ．各不明所有者の持分が不明である場合には、不明所有者全体の補償金の額を裁定する

ことが考えられます。 

 

Ｑ７０. 土地・物件の所有者・権利者以外の者から事業に対する異議の申出があった

場合、裁定申請を却下する必要はありますか。 

Ａ．当該申出を理由に裁定申請を却下する必要はありませんが、法第１１条第１項第８号

ではその他基本方針に照らして適切なものであることを要件として規定しており、基本

方針においては、多くの住民が事業に反対していないことに留意するものとしています。

このため、現に多くの住民が事業に反対していることが確認された場合には、同号の要

件に該当しないものとして裁定申請を却下することも考えられます。 

 

Ｑ７１. 地域福利増進事業のために設定された土地使用権とその土地を確知所有者

から買い受けた第三者との権利関係はどうなりますか。  

Ａ．土地使用権が設定された後であっても、確知所有者はその土地の所有権を売買するこ

とが可能です。ただし、新しく所有者になった者も、地域福利増進事業の事業期間中は、

事業者による所有者不明土地の使用のため必要な限度においてその権利の行使を制限さ

れます（法第１５条）。このため、新たな所有者も基本的にはその土地を使用すること

ができず、事業者は、引き続き土地を使用することが可能です。 

 

４．６  収用委員会の意見聴取（法第１３条第４項）  

Ｑ７２. 都道府県知事は、裁定により収用委員会の意見とは異なる補償金の額を定め

ることはできますか。 

Ａ．都道府県知事は、補償金の額を定めるに当たって、収用委員会の意見を必ず採用しな

ければならないわけではなく、当該委員会の意見とは異なる補償金の額を定める裁定を

することも可能です。 
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Ｑ７３. 裁定に当たって都道府県知事から意見照会を受けた収用委員会は、どのよう

な確認を行えばよいでしょうか。 

Ａ．都道府県知事が適切と考える補償金額が記載された意見照会書や、事業者から提出さ

れた補償金額見積書等の各種情報を総合的に考慮し、補償金額が適切か判断することに

なります。 

 

Ｑ７４. 補償金については、確知所有者・確知権利者との間で交渉した上で、公告・

縦覧の際に異議を述べない旨の書面（承諾書等）を取得しておくことが重要

とされています（地域福利増進事業ガイドライン第２章４．４．４参照）。

補償金の再算定後の金額が、事前に取得していた「縦覧時に異議を申し出な

いことの承諾書」に記載された金額と異なる場合、再度、承諾書を取得する

必要はありますか。 

Ａ．「縦覧時に異議を申し出ないことの承諾書」は法令で求める書類ではありませんが、

補償金が再算出されその額に変更が生じた場合は、トラブルを防止し手続を円滑に進め

るためにも、公告・縦覧の際に異議を述べない旨の書面（承諾書等）を再度取得するこ

とが望ましいと考えられます。 

 

５．裁定後の手続  

５．１  土地使用権等の取得（法第１５条）  

Ｑ７５. 事業の実施中に不明であった所有者が現れ、土地の原状回復及び返還が求め

られた場合でも、事業を継続して実施することができますか。  

Ａ．土地使用権の存続期間中に、不明であった所有者が現れ、明渡しや原状回復を要求し

たとしても、所有者不明土地に関する土地使用権以外の権利は、事業者による所有者不

明土地の使用のため必要な限度においてその行使を制限されるとされていることから、

土地使用権に基づき事業を継続して実施することができます。 

 

Ｑ７６. 事業の裁定後に、急遽、土地に倉庫などを設置する必要が生じた場合でも、

事業を継続して実施することができますか。 

Ａ．裁定申請時から事業計画の変更が生じる場合には、事業者は念のため、その変更が軽

微なものであっても都道府県知事に対してその旨を報告することが望まれます。都道府

県知事は、変更内容が事業種別の変更等、軽微でないものと認められる場合には、再度
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申請を出し直すよう求めることができます。また、既に計画が変更されている場合には、

法第２３条第１項第３号に該当するものとして裁定を取消すこともできます。  

なお、事業者から事業計画変更の報告があった場合、事業種別の変更がないなど軽微

な変更であれば、再度の公告・縦覧など特段の手続は不要です。 

 

Ｑ７７. 土地使用権に基づく事業の実施中に特定所有者不明土地の所有者が現れ、土

地を原状に回復して返還するよう要求があった場合、当該土地で事業を継続

して実施できますか。 

Ａ．土地使用権の存続期間中に特定所有者不明土地の所有者が現れ、明渡しや原状回復の

要求があった場合においても、事業者は土地使用権に基づき事業を継続して実施するこ

とができます。 

 

Ｑ７８. 土地使用権に基づいて特定所有者不明土地を長期間使用した場合、当該土地

を時効取得することはできますか。 

Ａ．土地使用権に基づいて特定所有者不明土地を使用する場合は、自主占有には該当しな

いため、長期間使用したとしても、当該土地を時効取得することはできません。  

 

５．２  補償金の供託（法第１７条）  

Ｑ７９. 都道府県は、事業者が土地使用権等の始期までに補償金を供託したかどうか

をどのように確認すればよいですか。 

Ａ．事業者が提出した供託書正本の写しにより確認します。 

 

Ｑ８０. 市町村が代執行により特定空家を除却した跡地を地域福利増進事業に使用

する場合で、特定空家と特定費用（所有者不明土地の場合は、一旦行政負担）

について、所有者が同一である判明した場合、市町村は、供託された補償金

から、除却の費用はどのように徴収すればよいですか。  

Ａ．法第４０条第１項の規定による代執行を行った場合の費用の徴収は、同条第２項の規

定により、行政代執行法第５条及び第６条の規定を準用し、国税滞納処分の例によるこ

とになります。 
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Ｑ８１. 所有者不明土地に存する空き家を代執行により除却した後、当該土地に地域

福利増進事業のための使用権が設定された場合、供託された土地使用権等に

係る補償金を代執行費用の徴収に充てることはできますか。  

Ａ．法第４０条第１項の規定による代執行を行った場合、その後、当該土地に地域福利増

進事業のための土地使用権が設定された場合には、代執行費用の徴収のため、土地使用

権等に係る補償金について、確定判決等の債務名義を得た上で、裁判所に強制執行の申

立てをし、供託金還付請求権を差し押さえることにより、供託された補償金から、除却

の費用を被差押債権として差し押さえ、換価することが可能と考えられます。  

 

Ｑ８２. 特定所有者不明土地等の所有者の共有持分の割合が不明である場合、補償金

を一括供託することは可能ですか。 

Ａ．特定所有者不明土地等の所有者の共有持分の割合が不明の場合は、法第１７条に基づ

き、確知所有者分と不明所有者分と併せて一括供託することとなります。なお、この場

合は、民法第４９５条第３項の規定により、供託後遅滞なく被供託者である確知所有者

に対し、供託を行った旨を通知しなければなりません。 

 

Ｑ８３. 確知所有者の一部が補償金の受取りの辞退を申し出た場合、いつまでに供託

する必要がありますか。また、辞退分の金額についても供託する必要があり

ますか。 

Ａ．法においては補償金の支払の方法やタイミングは規定されていませんが、事業者は裁

定において定められた土地使用権等の始期までに、共有持分の割合が明らかな確知所有

者に対しては裁定において定められた補償金を支払うことが望まれます。 

確知所有者の一部が補償金の受取りを辞退するなど合理的な理由があって土地等使用

権の始期までに損失の補償金の供託が行われていない場合には、裁定の効力には直ちに

影響しないと考えられますが、特定所有者不明土地の所有者等が受ける損失は補償する

必要があるため、補償金の受取りを辞退した確知所有者についても民法第４９４条  

第１項第１号に基づき供託所に供託しなければなりません。 

 

５．３  存続期間延長の申請（法第１９条第１項）  

Ｑ８４. 存続期間の延長に当たって、例えば公民館類似施設を購買施設に変更すると

いったように事業の種別の変更することは可能ですか。  
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Ａ．事業の種別が変更となる場合には、当該変更は軽微な変更とは認められないため、土

地等使用権の存続期間の延長の裁定を申請することはできず、土地使用権等の取得につ

いての裁定を改めて申請する必要があります。 

 

５．４  その他  

Ｑ８５. 事業者は、不明であった所有者が現れた場合、当該所有者から法第１３条第

２項第４号に規定する損失の補償金の額について異議の申出をされるリス

クを事業期間中負い続けることになりますか。 

Ａ．行政事件訴訟法に基づく行政訴訟をする場合は法第１４条に基づく裁定の公告の日か

ら起算して６か月以内に、行政不服審査法に基づく審査請求をする場合は当該公告の日

の翌日から起算して３か月以内に、それぞれ提訴又は請求をしなければならないことと

されており、各法の出訴期間の制限に服することとなります。 

 

６．原状回復・返還  

６．１  原状回復の義務（法第２４条）  

Ｑ８６. 天災等により土地等が毀損した場合に、事業者は当該毀損を原状回復する必

要がありますか。 

Ａ．天災等による毀損は、事業者の責めに帰すものではなく、事業者は当該毀損を原状回

復する必要はありません。 

 

Ｑ８７. 土地使用権の存続期間中に事業者が倒産した場合、誰が原状回復を行うこと

になりますか。 

Ａ．都道府県知事が、原状回復を代執行※することが考えられます。  

※費用については Q80 参照  

 

６．２  原状回復命令等（法第２５条）  

Ｑ８８. 原状回復をしなかった使用権者の所在が判明している場合は、原状回復を代

執行することは可能ですか。 
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Ａ．原状回復をしなかった使用権者の所在が判明している場合でも、行政代執行法に基づ

き原状回復を代執行することが可能です。 
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Ⅲ  土地収用法の特例  

１．対象土地及び対象事業について  

Ｑ８９. 法第３１条第３項においては、土地調書の作成は不要とされていますが、土

地収用法第３５条第１項の規定により事業の準備のために土地に立ち入る

ことは可能ですか。 

Ａ．可能です。土地収用法第３５条第１項において、「事業の準備のため又は次条第１項

の土地調書及び物件調書の作成のために、その土地又はその土地にある工作物に立ち入

つて、～」と規定されていますので、事業の実施の準備のために土地に立ち入ることが

できます。 

 

Ｑ９０. 移転や死亡などで「振込口座不明」となっている者の土地について、所有者

探索を行い、判明した土地所有者に敷地料を支払って配電柱の設備保全・管

理を行う場合は収用適格事業に該当しますか。 

Ａ．収用適格事業に該当し得ます。 

当該配電柱が土地収用法第３条第１７号に規定する「電気事業法による一般送配電事

業、送電事業、配電事業、特定送配電事業又は発電事業の用に供する電気工作物」に該

当するのであれば、「収用適格事業」の定義は「土地収用法第３条各号に掲げるものに

関する事業」であり、この「事業」には新設工事のほか、維持、保全する事業も含まれる

ことから、配電柱を維持、管理等する事業も収用適格事業に該当します。 

このため、配電柱が既に設置されている土地の所有者等について、法に基づき探索す

ることが可能です。 

 

Ｑ９１. 起業地を表示する図面と事業計画を表示する図面は、一つの図面とすること

も可能ですか。 

Ａ．土地収用法における運用と同様、一つの図面とすることが可能ですが、事業計画が複

雑であること等により同一の図面に表示することが困難な場合には、別に作成してくだ

さい。 

 

Ｑ９２. 地域福利増進事業における補償金の額の算定の考え方は、土地収用法の特例

についても適用されますか。 



26 

Ａ．土地収用法の特例における補償金の額は、地域福利増進事業ガイドライン第２章 

４．４．５に示されている考え方ではなく、従来の土地収用法における補償金の額の算

定の考え方に則って算定する必要があります。 

 

２．公告・縦覧、裁定等の手続（法第２８条～第３２条）（都道府県向け）  

２．１  公告及び縦覧（法第２８条）  

Ｑ９３. 都道府県知事は、裁定申請があった旨の公告を現地に掲示する必要がありま

すか。 

Ａ．地域福利増進事業の裁定と異なり、都道府県知事は、裁定申請があった旨の公告を現

地に掲示する必要はありません。 

 

２．２  裁定申請の却下（法第２９条）  

Ｑ９４. 都道府県知事は、公告期間中に土地の所有者から異議の申出があった場合

に、当該異議の申出をもって裁定申請を直ちに却下する必要がありますか。 

Ａ．異議を申し出た者が特定所有者不明土地所有者等又は特定所有者不明土地の準関係人

に該当するか否か等を踏まえ、裁定の却下をしていただくこととなります。裁定申請前

に十分に任意交渉を行わせることで、裁定に至ってからの異議は出にくくすることが望

ましいと考えられます。 

 

２．３  裁定手続の開始の決定（法第３０条）  

Ｑ９５. 裁定手続の開始の決定の登記の申請書又は嘱託書の義務者の欄は、どのよう

に記載すればよいですか。 

Ａ．裁定手続の開始の決定の対象となる土地は所有者不明土地であるため、土地の登記事

項証明書に記載された所有権の登記名義人を記載すれば足ります。  

 

Ｑ９６. 起業者による代位登記が必要となる、施行通知（所有者不明土地の利用の円

滑化等に関する特別措置法の施行について（令和元年５月３１日付け国土企

第５号国土交通省土地・建設産業局企画課長通知））の「嘱託をする不動産

の表示が登記記録と合致しないとき」とは、どのような場合ですか。 
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Ａ．特定所有者不明土地の一部の収用又は使用をする場合（分筆する必要がある場合）に、

登記簿上の地積と実測した土地の面積が異なる場合が想定されます。 

 

Ｑ９７. 特定所有者不明土地の一部の収用又は使用をする場合に、起業者による代位

登記によって分筆登記を行うことは可能ですか。 

Ａ．施行通知において、「嘱託をする不動産の表示が登記記録と合致しないときは、同嘱

託の前提として、起業者は、土地収用法第４５条の２の規定による裁決手続の開始の登

記の場合に準じ、代位による表示に関する登記の申請又は嘱託をするものとする」とさ

れており、特定所有者不明土地の一部を収用又は使用する際の分筆登記も、「代位によ

る表示に関する登記」として行うことが可能です。 

 

２．４  裁定（法第３２条）  

Ｑ９８. 補償金の払渡しがされたことを証する書面は、具体的にどのようなものです

か。 

Ａ．土地所有者の発行する領収書などが考えられますが、供託金払渡請求の添付書類に疑

義がある場合には、特定所有者不明土地の所在地の供託所（法務局・地方法務局の本局

又は支局）に手続案内を利用することもできます。なものが必要か、土地の所在地を管

轄する法務局と相談することが望まれます。 

 

Ｑ９９. 収用による所有権の移転の登記において添付情報として提出した法  

第３３条の文書の正本や供託書の正本を返してもらうことはできますか。 

Ａ．不動産登記規則第５５条の規定により、添付書面の原本の還付を請求することができ

ます。この請求を行う場合、収用による所有権の移転の登記を申請又は嘱託する際に、

原本と相違ない旨を記載した謄本を提出する必要があります。 
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Ⅳ  所有者不明土地の管理の適正化  

１．勧告・命令・代執行（法第３８条～第４０条）（市町村等向け）  

Ｑ１００. 敷地内に収まる程度の雑草の繁茂などでも、勧告等の対象になりますか。 

Ａ．雑草の繁茂によって周辺地域に被害が及ぶような害虫発生、火災、不法投棄等の原因

となるおそれがある場合には、勧告等の対象になります。  

 

Ｑ１０１. 法に基づく勧告等の準備のために固定資産課税台帳等を活用することが可

能となりましたが、地方公共団体が管理状況の改善等の依頼（指導）のため

に固定資産課税台帳等の情報を活用することはできますか。  

Ａ．勧告等の準備のため、又は事態が改善されない場合には勧告を念頭に置いた上での指

導等のため、固定資産課税台帳等の内部利用をすることは可能です。 

すなわち、「第３８条第１項の規定による勧告を行うため当該勧告に係る土地の土地

所有者等を知る必要があるとき」や「第４２条の規定による請求を行うため当該請求に

係る土地の土地所有者等を知る必要があるとき」に該当すると判断し、情報を内部利用

した後に実際に勧告や裁判所への請求を必ず行うことまでは求められません。これは判

明した所有者に対して指導等を行った結果として所有者により必要な措置が講じられた

場合等が想定されるためです。 

法第３８条第１項の勧告の要件を満たさない管理状態であることが明らかな土地や、

「その適切な管理のため特に必要があると認める」（法第４２条）に該当しないことが

明らかな土地についてまで固定資産課税台帳等の情報を内部利用することは、想定して

いないところです。 

 

２．不在者の財産及び相続財産の管理に関する民法の特例（法第４２条）  

Ｑ１０２. 民法における不在者財産管理制度、相続財産清算制度と、所有者不明土地・

建物管理制度又は管理不全土地・建物管理制度との違いは何ですか。 

Ａ．不在者財産管理制度、相続財産清算制度は、民法において、不在者（従来の住所又は

居所を去った者）又は死亡して相続人のあることが明らかでない者に属する全ての財産

等について、利害関係人の請求によって裁判所が財産管理人を選任することができるも

のです。 

一方で、所有者不明土地・建物管理制度、管理不全土地・建物管理制度は、民法にお

いて、特定の不在者単位ではなく、所有者が不明又は管理不全と認められた土地単位で

利害関係人が裁判所に管理人の選任を請求することができるものです。 
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Ｑ１０３. 民法上の所有者不明土地・建物管理制度又は管理不全土地・建物管理制度と、

法における特例制度の違いは何ですか。  

Ａ．民法上の所有者不明土地・建物管理制度、管理不全土地・建物管理制度は、所有者が

不明又は管理不全と認められた土地・建物に対して利害関係人が請求できるのに対し、

法の特例では、その適切な管理のため必要があると認める等のときは、利害関係の有無

を問わず市町村長等が請求することができるという違いがあります。 

都道府県知事又は市町村長が請求することのできる特例の詳細は以下のとおりです

（下表参照）。 

① 都道府県知事又は市町村長が、所有者不明土地につき、その適切な管理のため特

に必要があると認めるときに、所有者不明土地管理命令を請求する場合（第２項） 

② 市町村長が、管理不全所有者不明土地（所有者不明土地のうち、所有者による管

理が実施されておらず、かつ、引き続き管理が実施されないことが確実であると

見込まれるものをいう。）につき、災害の発生や環境の著しい悪化を防止するた

め特に必要があると認めるときに、管理不全土地管理命令を請求する場合 

（第３項） 

③ 市町村長が、管理不全隣接土地（管理不全所有者不明土地に隣接する土地であっ

て、地目、地形その他の条件が類似し、かつ、当該土地の管理の状況が当該管理不

全所有者不明土地と同一の状況にあるものをいう。）につき、災害の発生や環境

の著しい悪化を防止するため特に必要があると認めるときに、管理不全土地管理

命令を請求する場合（第４項） 

④ ①から③までの請求をする場合において、当該請求に係る土地にある建物につき、

その適切な管理のため特に必要があると認めるときに、所有者不明建物管理命令

又は 管理不全建物管理命令を請求する場合（第５項）  
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Ｑ１０４. 法第４２条の「その適切な管理のため特に必要があると認めるとき」とは、

具体的にはどのような場合が想定されますか。 

Ａ．法第４２条の「その適切な管理のため特に必要があると認めるとき」の具体的な例と

しては、 

・所有者不明土地に雑草が生い茂る、害虫が発生する等、近隣の宅地に被害を及ぼす

おそれがあるため、雑草の伐採や害虫の駆除をする必要がある場合  

・所有者不明土地に廃棄物が投棄され、悪臭が発生する等環境被害が生じているため、

廃棄物を処理する必要がある場合 

・一般の通行の用に供されている所有者不明の私道が陥没、路肩の崩壊等により事故

発生のおそれがあるため、補修する必要がある場合 

が想定されます。 

 

Ｑ１０５. 表題部の登記名義人のみが所有者として判明している土地に対しても、管理

人の選任ができますか。 

Ａ．条件を満たせば選任が可能です。 

例えば、所有者不明土地管理命令制度の発令要件は、所有者の所在等が不明であるこ

とであるため、登記簿上の名義人が所有者の場合であっても、必要な調査を行い、所有

者の所在等が不明であれば、所有者不明土地管理命令の対象となり得ると考えられます。

裁判所の許可により対象不動産の売却をすることができることも同様です。  

 

Ｑ１０６. 土地が共有地の場合で、共有者の内一人でも不明な者がいる場合には、財産

管理人の選任の請求を行うことができますか。 

Ａ．可能です。 

共有地について当該請求をする場合は、全ての共有者について探索を行わなければな

らないものではなく、一人の共有者が従来の住居所を去って容易に帰来する見込みのな

い不在者である場合や、当該共有者が死亡し、その相続人のあることが明らかでない場

合（戸籍上相続人がいない場合や相続人全員が相続放棄をしている場合等）に、当該共

有者について財産管理人の選任の請求を行うことが可能です。 

 

Ｑ１０７. 簡易建築物ではない建築物が存する所有者不明土地についても、財産管理人

の選任の請求をすることができますか。 
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Ａ．法第４２条の対象となるのは特定所有者不明土地ではなく所有者不明土地であるため、

簡易建築物等ではない建築物が存する所有者不明土地についても、財産管理人の選任の

請求をすることができます。 

 

Ｑ１０８. 管理不全建物管理制度について、ゴミ屋敷に適用可能とのことですが、所有

者の意に反していても適用可能ですか。 

Ａ．管理不全土地・建物管理命令は、所有者の承諾が得られていない場合であっても、法

律上は発令が可能です。もっとも、所有者が管理行為を妨害する事態が予想されるなど、

管理人による実効的な管理が期待できないときは、従来どおり訴訟による対応の検討が

必要と考えられます。 

 

Ｑ１０９. ゴミ屋敷の管理の場合などには建物内の動産を処分することが必要となり

ますが、建物内に残置されている動産の処分にも、管理人の権限は及びます

か。 

Ａ．管理不全土地・建物管理命令の効力は、その土地にある動産（当該管理命令の対象と

なる土地・建物の所有者又はその共有持分を有する者が所有するものに限られます。）

にも及び、その処分について所有者本人の同意は不要です。 

 

Ｑ１１０. 管理費用を所有者に求償することも管理人の職務に含まれますか。それと

も、予納金を支払った申立人が求償するのですか。 

Ａ．民法上、管理不全土地・建物管理人による管理不全土地・建物等の管理に必要な費用

及び報酬については、管理不全土地・建物の所有者の負担とされていますが、具体的な

回収方法は事案ごとに異なると考えられます。例えば、最初の申立ての時点で、管理人

が行う管理行為等がある程度想定されているケースでは、当該行為に必要な費用を申立

人が予納し、その場合には、申立人が、予納金として負担した金銭を所有者に求償する

ことが考えられます。 

他方で、管理人が管理を行っていくうちに、当初想定されていない費用が必要になっ

た場合等においては、管理人が費用を払ってそれを所有者へ求償することや、申立人が

追加の予納金を支払い、当初の予納金を合わせて所有者に求償することもあると考えら

れます。 
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Ｑ１１１. 所有者不明土地又は管理不全土地の管理人による土地の売却は、どのような

流れ（手順）で行うことになりますか。 

Ａ．土地の処分に当たっては裁判所の許可が必要とされており（管理不全土地管理制度の

倍は所有者の同意も必要）、その後の具体的な手続の流れはケースバイケースですが、

大筋は「売却→代金受領→管理人の報酬清算→残金を供託→管理人の業務終了・解任」

であり、管理の必要がなくなるなどした場合には管理処分の取消しの決定がされます。  

 

Ｑ１１２. 管理不全土地について管理を終了する基準として、具体的にどのような場合

が想定されますか。 

Ａ．例えば、管理不全土地管理人が選任されている場合に、がれきやゴミの除去、破損し

た擁壁の修繕等により周辺の地域への悪影響が解消され、財産の管理を継続することが

相当でなくなったと判断される場合が想定されます。ただし、定期的な雑草の除去が適

切な管理のために必要であるなど、継続的に管理を行う必要がある場合は、いったんの

状況改善をもって管理終了の原因の発生には該当しないこともあると考えられます。 
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Ⅴ  土地所有者等関連情報の利用及び提供（法第３９条）  

１  情報提供が可能な事業又は土地の要件について  

Ｑ１１３. 市町村が事業者から土地所有者等関連情報の提供請求を受けた際、対象の土

地にある建築物が簡易建築物等に該当するかどうか確認する必要はありま

すか。 

Ａ．市町村が土地所有者等関連情報の提供請求を受けた際に、対象の土地にある建築物に

ついて簡易建築物等に該当するかどうかを確認する必要はありません。 

 

Ｑ１１４. 実施する事業が地域福利増進事業か、収用適格事業か、都市計画事業かによ

って、土地所有者等関連情報の提供の手続は異なりますか。 

Ａ．情報の提供の手続は、事業の種類によって異なりません。 

 

Ｑ１１５. 所有者不明土地の管理の適正化に関する措置のために土地の所有者を探索

するために法第４３条による土地所有者等関連情報の内部利用・外部提供を

することができますか。 

Ａ．管理不全状態の所有者不明土地についての勧告・命令・代執行や、財産管理人※の選任

の請求のために土地の所有者を探索する場合、同項による土地所有者等関連情報の内部

利用・外部提供が可能です。 

※管理不全隣接土地については、措置に当たっての所有者探索は不要であり情報の内部利用・外部

提供はできません。  

 

Ｑ１１６. 収用適格事業の実施の準備のため土地所有者等関連情報を利用又は提供し

たい場合、事業認定を受けている必要はありますか。 

Ａ．土地所有者等関連情報の利用又は提供に当たって、事業認定を受けている必要はあり

ません。 

 

Ｑ１１７. 法第２条第３項第８号の「同種の施設が著しく不足している」かどうかにつ

いては、情報の提供・証明書の交付の時点でも確認する必要がありますか。 
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Ａ．情報提供請求書・証明書交付請求書の「事業の種類及び内容」に記載された内容によ

って、同種の施設が著しく不足しているかどうかを確認する必要があります。  

 

２．  情報提供請求に係る提出書類について  

２．１  情報提供請求書について  

Ｑ１１８. 事業区域の隣接地の所有者を探索するために、土地所有者等関連情報の提

供・証明書の交付を請求することはできますか。 

Ａ．法第４３条第２項では、「地域福利増進事業等を実施しようとする区域内の土地の土

地所有者等を知る必要がある」ときに情報の提供等を求めることとされているため、事

業区域の隣接地の所有者を探索するために土地所有者等関連情報の提供・証明書の交付

の求めをすることはできません。 

 

Ｑ１１９. 土地の所有者だけではなく、土地の権利者、物件の所有者・権利者を探索す

る場合にも、情報の提供・証明書の交付を求めることはできますか。 

Ａ．法第４３条第２項の「土地所有者等」には土地の権利者、物件の所有者・権利者も含

まれているため、土地の権利者、物件の所有者・権利者を探索する場合にも、情報の提

供・証明書の交付を求めることができます。 

 

Ｑ１２０. 土地所有者等関連情報の提供請求や、土地所有者等を知る必要性を証する書

面の交付請求を受ける場合に、添付書類の「対象土地の登記事項証明書」は

原本が必要ですか。 

Ａ．「対象土地の登記事項証明書」は、原本でなくても問題ありません。  

 

Ｑ１２１. 情報提供請求書の添付書類である、土地の登記事項証明書はいつ時点のもの

がよいですか。 

Ａ．特段の定めはありませんが、証明書の内容が実態と異なるリスクを低減する観点から、

一つの基準として不動産登記の際に提出する登記事項証明書等に関する目安に倣い、取

得から３か月以内のものが望ましいと考えられます。 
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Ｑ１２２. 国や地方公共団体が請求者の場合でも、情報提供請求書・証明書交付請求書

「事業の種類及び内容」欄に事業計画の概要を記載する必要がありますか。 

Ａ．国・地方公共団体が請求者の場合には、事業計画の概要を記載することは必須ではあ

りませんが、記載することが望まれます。 

 

Ｑ１２３. 国や地方公共団体が請求者の場合でも、情報提供請求書・証明書交付請求書

に記載する個人情報の安全管理の措置の概要を記載する必要がありますか。 

Ａ．国・地方公共団体が請求者の場合にも、個人情報の安全管理の措置の概要を記載する

必要があります。 

 

Ｑ１２４. 情報提供請求書・証明書交付請求書に記載する個人情報の安全管理の措置の

概要は、地域福利増進事業ガイドライン参考資料３・４に記載されているよ

うな内容を記載する必要がありますか。 

Ａ．個人情報の安全管理の措置の概要として、「基本方針の策定」、「個人データの取扱

いに係る規律の整備」、「組織的安全管理措置」、「物理的安全管理措置」及び「技術的

安全管理措置」について記載する必要がありますが、必ずしもガイドライン参考資料  

３・４と同様の内容を記載する必要はありません。 

 

Ｑ１２５. 複数の土地について情報の提供を請求する場合に、情報提供請求書を土地ご

とに作成し、提出する必要がありますか。 

Ａ．複数筆の土地にまたがって事業を実施するような場合には、請求先の都道府県又は市

町村が同じであれば、情報提供請求書は１枚にまとめても構いません。その場合、対象

となる土地を列記した上で、土地ごとに提供を求める理由が異なる場合にはそれぞれ理

由を記載してください。 

ただし、損失の補償金の見積額については、筆毎、かつ、所有者・権利者毎に記載す

る必要があります。 

 

Ｑ１２６. 情報提供請求書は、土地所有者等の探索に必要となる書類（相続関係を調査

する場合、戸籍謄本や戸籍の附票）ごとについて情報の提供を請求するたび

に作成し、提出する必要がありますか。 
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Ａ．情報提供請求書においては提供を求める情報が記載されていると思料される書類名に

ついては記載する必要はありません。従って、提供の必要性の証明書についても、必要

となる書類ごと（例えば、戸籍謄本、戸籍の附票に各１通ずつ）ではなく、請求書ごと

に１通用意することで問題ありません。 

 

Ｑ１２７. 土地所有者等関連情報の必要性の証明を判断するのは市町村内の情報提供

部局であるところ、請求を受けた市町村等の情報保有部局は改めてその情報

提供の必要性を判断する必要がありますか。 

Ａ．情報提供部局において既に提供の必要があると判断済みの場合、当該部局が別の都道

府県又は市町村であっても、改めて情報保有部局において必要性を判断する必要はあり

ません。土地所有者等を知る必要性については、証明書をもって情報の提供の請求を受

けた市町村・都道府県は、特段の疑義がない限り、戸籍法第１０条の２第１項第３号の

「戸籍の記載事項を利用する正当な理由がある場合」に該当するものとして差し支えあ

りません。 

 

２．２  暴力団員等該当性の照会について  

Ｑ１２８. 暴力団員等該当性の照会に当たって、都道府県警への照会の方法として、電

磁的記録媒体を用いず、紙媒体のみにより照会することは可能ですか。 

Ａ．都道府県警と調整の上、紙媒体のみにより照会することは差し支えありません。  

 

Ｑ１２９. 複数の事業者から情報提供請求書と証明書交付請求書が同時に提出された

場合、行政機関から警察への暴力団の該当確認は、まとめて行ってもよいで

すか。 

Ａ．警察に照会をかける前に請求書が行政内部に複数枚揃った場合、まとめて照会しても

差し支えありません。 

 

Ｑ１３０. 情報提供請求者が同一の場合であっても、情報提供請求するたびに暴力団で

あるか照会する必要がありますか。 

Ａ．情報提供請求者が過去に請求を行っていて、土地所有者等関連情報の提供又は証明書

の交付の請求時点から役員が変わっていないなど暴力団であるか否かを改めて確認する

必要がないときは、警察への照会は必要ありません。 
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Ｑ１３１. 請求者が暴力団員等に該当することを理由に土地所有者等関連情報の提供

をしないこととする場合に、請求者にその旨を通知する必要がありますか。 

Ａ．請求者が暴力団員等に該当することから、情報を提供することができない旨を請求者

に通知していただく必要があります。 

 

３．情報の内部利用・外部提供手続について（市町村向け）  

３．１  内部利用・外部提供の可能な範囲について  

Ｑ１３２. 固定資産課税台帳には記録されていないが、土地の所有者の相続人の氏名・

住所・連絡先を税務部局が把握している場合に、当該相続人の情報を土地所

有者等関連情報として内部利用・外部提供することは可能ですか。  

Ａ．内部利用可能・外部提供は可能です（外部提供は本人の同意が必要）。  

税務部局が地方税に関する調査等に関する事務に関して知り得た情報のうち、固定資

産税の課税のために利用する目的で保有する情報であって土地所有者等関連情報（具体

的には、事業区域内の土地の土地所有者等（納税義務者）の氏名又は名称、住所及び電

話番号といった事項に限られる。）のうち不動産登記簿情報等として一般に公開されて

いないものについて、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２２条の守秘義務に抵

触することなく、事業区域内の土地の土地所有者等の探索に必要な限度で、内部で利用

することが可能であるとされています（固定資産税の課税のために利用する目的で保有

する土地所有者等関連情報の内部利用について（平成３０年国土企第３８号））。  

 

Ｑ１３３. 都道府県から管内の市町村に土地所有者等関連情報の提供を求める場合、ま

たその逆の場合、法第４３条第１項に基づく内部利用に該当しますか。 

Ａ．同一市町村であれば内部利用となりますが、都道府県から管内の市町村への情報提供

請求であっても事業者と情報提供者が異なる場合には、法第４３条第２項に規定する外

部提供となります。 

なお、同一市町村であっても住民票の写しや戸籍の附票の写し、戸籍謄本等は、住民

基本台帳法や戸籍法に基づく請求となり、請求の際に必要性証明書の添付が必要です。  

（参考） 

固定資産税の課税のために利用する目的で保有する土地所有者等関連情報の内部利

用について（令和４年国不土第７７号） 

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律の施行

に伴う固定資産税の課税のために利用する目的で保有する土地の所有者等に関する情

報の取扱い等について（令和４年総税固第７１号） 
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Ｑ１３４. 市町村が法第４３条第５項により農業委員会に対して農地台帳に記録され

ている土地所有者等関連情報の提供を求める場合は、事業部局から直接農業

委員会に対して求めるのですか、それとも市町村の情報提供担当部局に対し

て求めるのですか。 

Ａ．市町村の事業部局から直接農業委員会に対し情報の提供を求めて差し支えありません。 

 

Ｑ１３５. 土地所有者等関連情報について、事業主体から事業を受託した別の事業者が

内部で利用することはできますか。 

Ａ．土地所有者等関連情報を利用できる主体はあくまでも事業主体に限られますが、地方

公務員法等の守秘義務に違反しない範囲内において地方公共団体間で情報提供を行うほ

か、司法書士団体等の守秘義務を持つ士業団体に提供を行うことは妨げられません。な

お、その際、情報提供の秘密保持について契約時に取り決めておくことが望ましいです。  

 

Ｑ１３６. 住民基本台帳と戸籍簿・除籍簿等、複数の書類に記録された情報を取得する

場合に、同一の証明書の写しを提出することで情報の提供を受けることが可

能ですか。 

Ａ．情報提供請求書においては提供を求める土地所有者等関連情報が記載されていると思

料される書類名については記載する必要はありません。請求の結果、複数の書類に記載

された情報を取得する場合であっても、提供の必要性の証明書については請求書１通ご

とに１通用意することで問題ありません。 

 

３．２  本人同意の取得について  

Ｑ１３７. 住民基本台帳、戸籍簿・除籍簿、戸籍の附票の写し等の証明書を交付する場

合に、本人の同意を取得する必要はありますか。 

Ａ．住民基本台帳、戸籍簿・除籍簿、戸籍の写し等の証明書を交付する場合には、法 

第４３条第２項ではなく、住民基本台帳法、戸籍法等の法律に基づき情報を提供するこ

とになるため（個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）第１８条  

第３項）、本人の同意を取得する必要はありません。  

 

Ｑ１３８. 土地所有者等関連情報を提供することについて本人同意を取得できなかっ

たことを理由に情報の提供が受けられなかった場合は、当該本人が所有者で
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あったとしても、確知することができなかったものとして、その土地は所有

者不明土地に該当しますか。 

Ａ．当該本人が所有者であったとしても、当該所有者を確知することができなかったもの

として、探索のための必要な措置はとったこととなり、他の措置により所有者が判明し

なかった場合、その土地は所有者不明土地に該当します。 

 

Ｑ１３９. 本人同意の取得に当たって、請求者から提出された情報提供請求書の写しを

本人に交付することは可能ですか。 

Ａ．土地所有者等関連情報の提供に関する本人からその情報提供の必要性等について質問

があった場合など、必要に応じて情報提供請求書の写しを本人に交付することも考えら

れます。 

 

Ｑ１４０. 土地所有者等関連情報を提供することについての本人同意の取得に当たっ

て、情報提供担当部局のみで本人の同意を得ることが困難な場合には、情報

保有部局と一体となって対応することが重要とされていますが（所有者不明

土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の施行について（平成 30 年国土

企第 37 号））、情報保有部局はどのような対応をとることが想定されます

か。 

Ａ．本人同意の取得は、情報提供担当部局が行うことが基本ですが、情報保有部局とは別

の情報提供担当部局から連絡が来ることを不審に思われることも想定されることから、

情報提供担当部局のみで本人の理解を得ることが困難なときは、あらかじめ情報保有部

局から本人に対し連絡をすること、情報提供担当部局と情報保有部局の連名で通知を発

出すること等が想定されます。 

 

Ｑ１４１. 一筆の土地について複数の所有者がいる場合、土地所有者等関連情報の提供

に関する同意を取得できた者についてのみ土地所有者等関連情報を提供す

ればよいですか。 

Ａ．提供の同意を取得できた者についてのみ土地所有者等関連情報を提供することとなり

ます。 

 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/content/001618277.pdf
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/content/001618277.pdf
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/content/001618277.pdf
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Ｑ１４２. 従前の探索の経緯等から、同意書の送付先の住所に本人が住んでいない事実

を市町村が把握している場合でも、本人同意を取得するために情報提供同意

取得書を送付する必要がありますか。 

Ａ．送付先の住所に住居が存在しない場合など本人が住んでいないことが明らかな場合に

は、情報提供同意取得書を送付する必要はありません。  

 

Ｑ１４３. 法第４３条第３項ただし書の「当該都道府県又は市町村の条例に特別の定め

があるとき」とは、具体的にはどういった場合ですか。  

Ａ．一定の場合に本人の同意がなくても土地所有者等関連情報を提供できる旨が条例に規

定されている場合が想定されます。 

 

Ｑ１４４. 法第４３条第５項に基づき国の行政機関の長等から工作物設置者等に土地

所有者等関連情報提供の求めがあった場合に、工作物設置者等は情報の提供

に当たって本人同意を取得する必要がありますか。 

Ａ．法第４３条第５項に基づき情報を提供する場合には、本人同意を取得する必要はあり

ません。 

 

３．３  宛先不明で返送された場合の取扱いについて  

Ｑ１４５. 情報提供同意取得書を送付したが宛先不明で返送されてきた、又は書面は到

達したが回答がない場合には、本人同意が得られなかったものと取り扱うの

ですか。 

Ａ．どちらのケースも本人同意が得られなかったものとして取り扱いますが、後の裁定申

請に対し、同意をしなかった本人が土地所有者等として異議を申し立てて裁定申請が却

下されることとなるリスクを請求者が判断できるよう、情報を提供できないことの通知

書には、本人同意が得られなかった理由として「確認書が宛先不明で返送されてきた」

旨と「書面は到達したが回答がなかった」旨を書き分けることが望まれます。  

 

Ｑ１４６. 情報提供同意取得書が宛先不明で返送されてきた場合、市町村は同意を取得

するために本人を探索する必要がありますか。 
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Ａ．法第４３条第４項において、「同意は、その所在が判明している者に対して求めれば

足りる」とされているため、市町村は、同意を取得するために本人を探索する必要はな

く、本人の所在が判明せず同意を取得できないため土地所有者等関連情報を提供できな

いこととして差し支えありません。 

 

Ｑ１４７. 地方公共団体が、法第４３条第５項による土地所有者等関連情報の提供の請

求により取得した情報を、同条第２項により民間事業者に外部提供すること

は可能ですか。 

Ａ．農業委員会から提供を受けた農地台帳に記録されている情報を除き、民間事業者から

求めがあった場合に、地方公共団体が法第４３条第５項による情報の提供の請求により

取得した情報を、同条第２項により民間事業者に外部提供することは可能です。ただし、

民間事業者に情報を提供する際には、地方公共団体が本人の同意を取得する必要があり

ます。 

 

Ｑ１４８. 認可地縁団体台帳に記録されている情報の提供を請求する場合は、市町村の

どの部局に請求をすることとなりますか。 

Ａ．地方自治法第２６０条の２第１２項に基づき、市町村の認可地縁団体を担当する部局

に直接請求することとなります。 

 

４．その他  

Ｑ１４９. 地域福利増進事業の実施の準備のためと偽って土地所有者等関連情報の提

供を求める者がいることが懸念されますが、どのように対応すればよいです

か。 

Ａ．情報提供請求書の「事業の種類及び内容」や事業を実施する意思を疎明する書類によ

り、事業の準備状況、事業者の意思等から、事業が行われる蓋然性を確認し、事業の実

施の準備のためとは認められないと判断されれば、情報を提供しないこととなります。  

 

Ｑ１５０. 所有者の相続人以外の親族等、所有者と思料される者でない者の探索のため

情報の提供・証明書の交付の求めがあった場合に、市町村はどのように対応

すればよいですか。 

Ａ．土地所有者等の探索に必要な限度と認められないものであれば、請求を受け付けない

こととなります。 
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Ｑ１５１. 土地所有者等関連情報の提供・証明書の交付に当たって、手数料を徴収する

ことができますか。 

Ａ．市町村の判断によって、手数料を徴収することが可能です。 
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Ⅵ  推進体制  

１．所有者不明土地等対策補助金  

補助金に関するＱ＆Ａについては、以下の「所有者不明土地等対策関連の予算・税制・

支援体制」のページにおいて、補助金に関する要綱と共に公表しております。  

ＵＲＬ：https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/tochi_fudousan_kensetsugyo_tk2_000001_00017.html  

 

２．対策計画・対策協議会  

２．１  対策計画の記載内容について  

Ｑ１５２. 対策計画は、公共事業のための用地として取得する一筆のみを対象に作成す

ることは可能ですか。それとも、広範な地域について作成する必要がありま

すか。 

Ａ．計画制度の趣旨からは、特定の公共事業用地として取得する一部の土地のための計画

とすることは想定されておらず、市町村の全域や一定の区域を対象に、所有者不明土地

に関する対策を定める、より包括的な計画とすることは望ましいと考えられます。ただ

し、特定の事業用地として必要となった所有者不明土地の対策をきっかけとして、計画

作成に取り組まれることも期待されるところです。 

 

Ｑ１５３. 特定の地域を対象とすることも可能ということですが、地域の設定理由は対

策計画に記載する必要がありますか。例えば、単に「○○地域を対象とする」

といった記載は望ましくないでしょうか。 

Ａ．単に「〇〇地域を対象とする」という記載でも差し支えありませんが、その地域を対

象とした理由（例：当該地区は○○市の中心市街地として、所有者不明土地を含む低未

利用土地の有効活用により活性化を図るための再整備を予定している区域であるため。）

について記載することが望ましいと考えられます。 

 

Ｑ１５４. 所有者不明土地対策としては、公共事業のための用地取得の障害となる土地

への対応のみを想定していますが、そのような内容で対策計画を作成しても

よいですか。 

Ａ．対策計画では、所有者不明土地対策全般について網羅的に記載することまでは求めら

れておらず、まずは公共事業の用地取得のための所有者不明土地対策など、市町村にと

って優先順位の高いものから実施していくという内容でも差し支えありません。対策計

画作成の手引きに事例を記載していますので参考にしてください。  
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２．２  対策計画の作成手続について  

Ｑ１５５. 計画期間はどのように設定すればよいでしょうか。その設定に当たってはど

のようなことを考慮すればよいですか。 

Ａ．計画期間とは確定期間で定める場合には、上位計画や関連計画の計画期間に合わせる、

計画に関連する事業の期間に合わせるなどの方法が考えられます。中長期的な計画とし

て随時更新していく前提で、当初は５年等の期間とすることも考えられます。また、継

続的に実施する取組を記載する場合には、計画期間を定めないことも可能です。  

 

Ｑ１５６. 対策計画は作成後の公表のみが規定されていますが、作成前に公告や縦覧を

行うべきでしょうか。 

Ａ．対策計画自体は土地所有者等の権利制限に当たるものではないことから、法は作成前

の公告や縦覧を求めていません。各市町村において、他の計画等との比較やパブリック

コメントの実施の必要性等を勘案して、実施の要否を判断してください。 

 

Ｑ１５７. 対策計画を他計画と一体的に作成してもよいですか。 

Ａ．既に類似の計画や所有者不明土地対策と親和性の高い計画がある場合には、それらの

計画を変更し、法第４５条第２項各号に掲げる事項をおおむね追記することで、対策計

画を兼ねるようにすることが可能です。 

例えば、空家等対策計画（空家等対策の推進に関する特別措置法第８条）、立地適正

化計画（都市再生特別措置法第８１条）などの関連する計画を基に対策計画を兼ねる計

画とすることなどが考えられます。 

 

Ｑ１５８. 対策計画の名称に「所有者不明土地対策計画」と明示する必要はありますか。

それとも、「○○市低未利用地対策計画」などの名称で作成することも可能

ですか。 

Ａ．対策計画の名称には、必ずしも「所有者不明土地対策計画」という文言を含める必要

はなく、「○○市低未利用土地対策計画」とすることも可能です。ただし、その対策計

画が法に基づく計画であることは、計画中に明示するようにしてください。  
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Ｑ１５９. 対策計画を他計画と一体的に策定するに当たって、空家法第７条による協議

会など他法令に基づき設置される協議会を、対策協議会と兼ねさせることは

できますか。 

Ａ．対策協議会と空家法第７条による協議会を兼ねることは可能です。 

その際には、法及び空家法による各協議会の規定において必須構成員として定められ

ている者が相互に含まれるようにして、両協議会の要件を満たすようにしてください。

例えば空家法による協議会を基にする場合、「その他の市町村長が必要と認める者」と

して、対策協議会の構成員として法第４６条第２項に掲げられている推進法人及び市町

村の区域において地域福利増進事業等を実施し、又は実施しようとする者を追加するこ

ととなります。 

 

Ｑ１６０. 対策計画の作成は、どの部局が担当することが望ましいですか。  

Ａ．空き地・空き家担当部局、まちづくり担当部局、用地担当部局などが考えられますが、

各市町村の実情や課題に応じて適切な部局が御担当するようお願いします。  

 

Ｑ１６１. 対策計画の作成等の取組状況について、調査・公表の予定はありますか。 

Ａ．法施行状況調査を年２回（６月末時点・１２月末時点）実施しています。調査結果は、

公表する可能性があります。 

 

３．推進法人  

Ｑ１６２. 推進法人に指定期間はありますか。 

Ａ．特に指定期間に関する定めはありません。無期限とすることや、例えば５年（５年ご

との更新）とすることも可能です。 

 

Ｑ１６３. 推進法人に指定する対象は、法人化している団体でないといけませんか。 

Ａ．法第４７条第１項に基づき推進法人の指定を受けることができる者は、特定非営利活

動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は所有者不明土地の利用の円滑化等の推

進を図る活動を行うことを目的とする会社に限られています。 
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Ｑ１６４. 土地開発公社や商工会議所等を推進法人に指定できますか。  

Ａ．土地開発公社や商工会議所等を推進法人に指定することはできません。法第４７条 

第１項に基づき推進法人の指定を受けることができる者は、特定非営利活動法人、一般

社団法人若しくは一般財団法人又は所有者不明土地の利用の円滑化等の推進を図る活動

を行うことを目的とする会社に限られています。 

なお、土地開発公社や商工会議所等が推進法人に必要な支援や協力をすることは望ま

しいと考えられます。 
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Ⅶ  その他  

１．固定資産税の課税  

Ｑ１６５. 市町村は、地方税法第３４３条第５項に基づき、地域福利増進事業を実施す

る者を所有者とみなして固定資産税を課税することはできますか。  

Ａ．地域福利増進事業の事業主体に固定資産税を課税することはできません。  

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）の制定に伴い拡大された使

用者を所有者とみなす制度（改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）  

第３４３条第５項）において、所有者とみなす使用者とは、所有者と同等程度に使用収

益している者をいいます。固定資産について賃貸借関係がある場合においては、賃料等

の対価を受領し他者に使用させている者（賃貸人）が所有者と同等程度に使用収益して

いる者と評価し得るものであり、所有者とみなす使用者となり得るものです。  

したがって、固定資産を賃料等の対価を支払って使用している者（賃借人）は、所有

者とみなす使用者には当たらず、地域福利増進事業を実施する者についても、賃料相当

分を供託していることから、所有者とみなす使用者には含まれません。 

詳細については、「地方税法第３４３条第５項の規定の適用に係る留意事項について

（令和２年総税固第５２号）※」を御確認ください。 

※地方税法第３４３条第５項の規定の適用に係る留意事項について（令和２年総税固第５２号）  

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｌｉｔ．ｇｏ．ｊｐ／ｔｏｔｉｋｅｎｓａｎｇｙｏ／ｃｏｎｔｅｎｔ／００１３８０９４０．ｐｄｆ 

 

２．特定登記未了土地の相続登記等に関する不動産登記法の特例  

Ｑ１６６. 未登記の土地において公共的な事業を実施する場合、法第４４条の「特定登

記未了土地の相続登記等に関する不動産登記法の特例」は利用できますか。 

Ａ．登記名義人の死亡後に相続登記等がされていない土地であって、公共の利益となる事

業の円滑な遂行を図るため対象地の所有権の登記名義人となり得る者を探索する必要が

あるものを特定登記等未了土地と定義しており、未登記の土地について法第４４条を利

用することは想定されません。 

 

Ｑ１６７. どのような土地において公共的な事業を実施する場合に、法第４４条の「特

定登記未了土地の相続登記等に関する不動産登記法の特例」が利用できます

か。 

Ａ．起業者などからの求めを発端とするため事業認定がされていない場合や、対象地に建

築物がある場合においても、法第４４条の活用は可能です。 

 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/content/001380940.pdf
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３．地方公共団体での取組  

Ｑ１６８. 地域福利増進事業についてＮＰＯ、自治会等に積極的に周知すべきですか。 

Ａ．ホームページや広報誌への掲載など、ぜひ周知も行ってください。  

 

Ｑ１６９. 地方公共団体が所有者不明土地について、公開情報に基づきデータ化・公表

をすることや、行政機関の個人情報の取扱いに関して適用される関係法律や

条例の規定に反しない範囲で、データ化・公表をすることは可能ですか。  

Ａ．都道府県が、公開情報に基づき所有者不明土地と思われる土地についてデータ化・公

表をすることや、行政機関の個人情報の取扱いに関して適用される関係法律や条例の規

定に反しない範囲で、データ化・公表をすることは可能と考えられます。 

所有者不明土地対策の実施においては、市町村が、対策計画の作成などに当たって、

土地の実態把握により、地域の実情に応じて、対策を講ずべき土地の情報を収集するこ

とが想定されます。こうした情報は、所有者不明土地対策の対応方針の検討や施策の効

果検証等を行う観点から、市町村においてデータベースとして、適切に記録・保管され

ることが望ましく、例えば、所有者の情報や講じた措置の内容及びその履歴等を記録す

ることなどがあり得ると考えられます。 

また、所有者の同意が得られた未利用土地については、所有者不明土地の発生抑制の

観点から、空き家・空き地バンクへの登録により、利用に向けたデータベースの充実を

図ることが考えられます。国としても、このようなデータベース整備や空き家・空き地

バンクの設置・運営の取組を推進するため、こうした取組に関する経費について特別交

付税が措置されています。 


